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   令和７年度における主要施策の成果について 

 

 令和７年度衣浦東部広域連合一般会計歳入歳出決算を議会の認定に付するに当たり、地

方自治法第２３３条第５項の規定により主要な施策の成果及び予算執行の実績について報

告する。 

  令和８年８月２４日 

衣浦東部広域連合長  小 池 友 妃 子 



 



 
 
 
 
 
 
 
 

１ 一 般 会 計 総 括 表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 



一般会計総括表

１　歳入歳出決算額 （円）

２　目的別性質別決算額 （千円）

３　関係市の分担金決算額 （円）

100.0%構成比 18.1% 26.3% 33.8% 12.8% 9.0%

394,533,033

合　計 1,134,394,391 1,650,220,572 2,117,544,479 802,438,176 562,992,885 6,267,590,503

単独経費 67,894,906 78,984,490 196,785,390 30,804,618 20,063,629

合　計

共通経費 1,066,499,485 1,571,236,082 1,920,759,089 771,633,558 542,929,256 5,873,057,470

区　分 碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市

100.0%

構　成　比 0.0% 3.7% 93.7% 2.6% 100.0%

合　　　計 2,126 244,750 6,311,601 176,073 6,734,550

13.4%

公　債　費 176,073 176,073 2.6%

普通建設事業費 0 0 900,228 900,228

1.1%

補 助 費 等 0 14,732 91,024 105,756 1.6%

扶　助　費 0 1,550 75,710 77,260

9.1%

維持補修費 0 1,024 18,947 19,971 0.3%

物　件　費 617 104,450 509,203 0 614,270

構成比

人　件　費 1,509 122,994 4,716,489 4,840,992 71.9%

 目的別
         性質

議 会 費 総 務 費 消 防 費 公 債 費 合　　計

293,354,104 23,847,607 269,506,497

翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源（B）

継続費繰越 明　許　繰　越 事　故　繰　越

0 3,000,000 0

歳　入　総　額 歳　出　総　額 差　　引　　額 (A)

7,030,903,871 6,734,549,767 296,354,104

実　質　収　支 (A)-(B) 単年度収支 (A)-(B)-(C) 前年度実質収支（C）
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令和７年度衣浦東部広域連合決算の前年度比較

１　歳入

款　の　名　称

１分担金及び負担金

２使用料及び手数料

３国庫支出金

４県支出金

５財産収入

６寄附金

７繰越金

８諸収入

９連合債

歳　入　合　計

２　歳出

款　の　名　称

１議会費

２総務費

３消防費

４公債費

５予備費

歳　出　合　計

３　関係市の分担金

共　　通　　経　　費

碧南市

刈谷市

安城市

知立市

高浜市

合計

29,061

△ 26,073,030

664,102,695

14,590,243

0

652,648,969

2,097,227

270,822,459

5,647,498,111

161,483,001

0

  （円）

令和７年度Ａ 令和６年度Ｂ 増減額（Ａ－Ｂ）

  （円）

31,352,095

136,000,000

6,482,527,295

262,221,905

△ 3,062,400

92,758,000

△ 9,000

465,300

3,000,000

142,250,095

△ 11,947,324

62,700,000

548,376,576

19,937,000

77,000

5,482,400

0

258,376,402

令和６年度Ｂ令和７年度Ａ 増減額（Ａ－Ｂ）

6,005,368,598

25,933,800

198,700,000

6,734,549,767

176,073,244

△18,253,999

542,929,256 520,638,377 22,290,879 20,063,629 23,568,996 △3,505,367

5,873,057,470 5,592,581,566 280,475,904 394,533,033 412,787,032

△293,992

1,920,759,089 1,820,725,095 100,033,994 196,785,390 183,915,546 12,869,844

771,633,558 740,481,814 31,151,744 30,804,618 31,098,610

△18,351,260

1,066,499,485 1,009,747,420 56,752,065 67,894,906 76,868,130 △8,973,224

1,571,236,082 1,500,988,860 70,247,222 78,984,490 97,335,750

区分
単　　独　　経　　費

令和７年度Ａ 令和６年度Ｂ 増減額（Ａ－Ｂ） 令和７年度Ａ 令和６年度Ｂ 増減額（Ａ－Ｂ）

0

（円）

6,081,900,798

6,267,590,503

22,871,400

244,749,429

6,311,600,806

7,030,903,871

2,126,288

400,626,497

19,404,771

5,947,700

3,000,000

112,695,000

68,000
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２ 令和７年度決算における主要施策の成果の報告書 



 



１款　議会費

 １項　議会費

目及び決算額

１　議会費

2,126,288円 １　議員人件費事業

　　本会議の開催　年４回

２　一般事務費事業

　　本会議録の印刷製本費、録音音声データ反訳料、会議録検索システム使

　用料等の議会事務一般に係る費用

616,704円

2,126,288円 （議会費）

2,126,288円

主　　な　　成　　果　　内　　容

1,509,584円
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２款　総務費

 １項　総務管理費

目及び決算額

１　一般管理費

214,069,620円 １　職員人件費事業

　　事務局職員の給料、職員手当等及び共済費

２　一般事務費事業

　　事務局会計年度任用職員の報酬、手当等、事務用品等消耗品費、広域連

　合封筒等印刷製本費、郵便料、複合機等使用料等に係る費用

３　連合事務所管理事業

　　光熱水費、電話料、清掃委託料等の連合事務所の管理費用

４　システム管理事業

　　各システムの保守管理委託料、財務会計システムの開発委託料、情報機

　器借上料等の運用管理に係る費用

５　財政管理事業

　　財務書類作成支援（公会計統一モデル）業務委託

２　人事管理費

30,502,209円 １　一般事務費事業

　　職員採用試験実施に係る委託料、総務省消防庁派遣職員に係る住宅借上

　料等

２　システム管理事業

　　人事・給与事務に利用する人事給与システムの情報機器借上料等の運用

　管理に係る費用、子ども・子育て支援金対応に係るシステム改修費用

３　職員研修事業

　　愛知県市町村振興協会研修センター、日本経営協会への派遣研修の実施

　に係る旅費、出席負担金等の費用

４　職員健康管理事業

　　各種健康診断、抗体検査・ワクチン接種、人間ドック等の実施に係る委

　託料の費用

５　職員福利厚生事業

　　職員互助会負担金

 ２項　監査委員費

目及び決算額

１　監査委員費

88,800円 １　委員報酬事業

　(1) 例月出納検査

　　　毎月１回

　(2) 定例監査

　　　年１回

　　　対象：通信指令課、碧南消防署、高浜消防署

244,749,429円 （総務費）

244,571,829円

主　　な　　成　　果　　内　　容

114,958,406円

88,800円

主　　な　　成　　果　　内　　容

384,158円

11,025,855円

5,434,218円

7,680,483円

13,099,449円

74,678,380円

2,310,000円

2,439,738円

11,218,240円

88,800円
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　(3) 決算審査

　　　年１回

 ３項　選挙費

目及び決算額

１　選挙管理委員会費

88,800円 １　委員報酬事業

　　選挙管理委員会の開催　年３回

88,800円

（総務費）

88,800円

主　　な　　成　　果　　内　　容
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３款　消防費

 １項　消防費

目及び決算額

１　常備消防費

5,158,653,788円 １　職員人件費事業（各課・署合計）

　　消防局職員の給料、職員手当等及び共済費

２　一般事務費事業（消防課）

　　消防業務賠償責任保険、全国・県消防協会負担金等

３　一般事務費事業（予防課）

　　違反対象物の是正、予防行政に係る職員教育の充実等

　＜予防技術検定合格者数＞R7.4.1～R8.3.31

　＜査察是正状況＞R7.4.1～R8.3.31

※種別は、衣浦東部広域連合査察規程の運用による査察対象物の区分

　＜消防職員研修の実施状況＞ R7.4.1～R8.3.31

４　消防関係研修事業（消防課）

　　各種研修及び資格取得に係る旅費、研修負担金、消防学校入校負担金等

　の費用

6,311,600,806円 （消防費）

6,311,600,806円

主　　な　　成　　果　　内　　容

4,601,645,728円

5 2 7 14

査察種別 違反数 是正数 是正率

12,807,616円

4,409,058円

防火査察 消防用設備等 危険物 合計

１種

防火対象物定期点検及び防災管理点検を要する防火対象
物
カラオケボックス等個室、自力避難困難者入所施設等の
福祉施設

309 214 69.3

２種
不特定多数の者が出入りする防火対象物のうち、１種以
外で自動火災報知設備の設置義務及び防火管理者の選任
義務があるもの

944 632 66.9

特定事業所 0

危険物施設 206 177 85.9

３種
１種及び２種以外で自動火災報知設備の設置義務及び防
火管理者の選任義務があるもの

716 399 55.7

４種
５種

上記１種～３種以外の防火対象物 18 16 88.9

全体 2,193 1,438 65.6

延べ受講人数 74

区分 研修名 開催日 受講人数

中級 査察実務研修 5月21日 10

中級 危険物担当者研修 5月20日・11月4日 20

初級 予防業務研修（初級） 8月20日・8月21日 16

中級 予防業務研修（中級） 9月17日・9月18日 16

24,137,815円

上級 違反処理実務研修 6月18日 12
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　＜研修の状況＞

５　被服等整備事業（消防課）

　　防火衣等の消防被服の購入、補修に係る費用

６　通信指令設備等管理事業（通信指令課）

　　通信指令設備の回線専用料、保守・点検委託料等の運用に係る費用

７　車両等管理事業（各課・署合計）

　　消防車両の車検・点検、燃料費、保険料等の維持管理に係る費用

　＜消防車両の保有状況＞ R8.3.31現在 (台)

８　一般事務費事業（各署合計）

　　事務用消耗品、郵便料、複写機借上料、寝具借上料等の事務管理に係る

　費用

９　消防業務管理事業（消防課・各署合計）

　　消防ホース、消火薬剤等の消火活動に必要な消耗品、資機材等の整備に

　係る費用

　(1) 火災発生の状況　R7.4.1～R8.3.31 （件）

（消防費）

救急救命士研修 2 東京研修所(前期)、名古屋研修所

愛知県消防学校研修 53

初任科、警防科、予防査察科、火災調査
科、救急科、救助科、上級幹部科、はしご
自動車等運用科、地震防災科、指揮隊科、
水難救助科

研修名 派遣人数 課程等

消防大学校研修　 4
新任消防長・学校長科、上級幹部科、幹部
科、高度救助・特別高度救助コース

44,232,133円

95,144,659円

101,914,695円

消防自動車
消防ポンプ自動車 9

25
水槽付消防ポンプ自動車 16

特殊消防自動車

化学消防ポンプ自動車 4

17
はしご自動車 5

小型動力ポンプ付水槽車 3

救助工作車 5

救急自動車 高規格救急自動車 16 16

その他の車両

指揮調査車 1

41

指令車 6

連絡車 21

合　　　　　　　計 99

22,245,023円

42,773,051円

広報車 6

資機材搬送車 5

人員搬送車 1

支援車 1

74 11 0 46 131

種別
合計

建物 車両 船舶 その他
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　(2) 市別火災発生の状況　R7.4.1～R8.3.31 （件）

１０　救急業務管理事業（消防課・各署合計）

　　応急手当普及啓発消耗品・備品、救急救命士賠償責任保険、救急検証等

　に係る費用

　　救急隊等ＡＥＤ、バックボードの購入に係る費用

　　救命処置・感染防止消耗品、救急車積載機器点検料、感染廃棄物処理手

　数料、救急資器材の整備等に係る費用

　(1) 応急手当講習会の状況　 R7.4.1～R8.3.31

　(2) 救急発生の状況　R7.4.1～R8.3.31 （件）

　(3) 市別救急発生の状況　R7.4.1～R8.3.31 （件）

１１　救助業務管理事業（各署合計）

　　化学防護服点検料、潜水資機材点検料、ボンベ耐圧試験手数料、救助資

　機材の整備等に係る費用

　(1) 救助発生の状況 R7.4.1～R8.3.31 （件）

　(2) 市別救助発生の状況　R7.4.1～R8.3.31 （件）

１２　庁舎管理事業（各署合計）

　　各消防庁舎（連合事務所を除く。）の光熱水費、施設修繕料、清掃委託

　料等の管理費用

（消防費）

18 41 42 14 16 131

碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 合計

上級救命講習 2 25

普通救命講習Ⅲ 34 569

70,736,754円

区分 開催回数 受講人数

普通救命講習Ⅰ 236 2,567

応急手当普及員再講習 10 100

その他の講習（救急法） 194 6,307

救命入門コース 17 147

実技救命講習 31 443

1,478 18,101 3,371 94 2,438 25,482

合計 524 10,158

種別
合計

交通事故 急病 一般負傷 火災 その他

合計

3,283 7,498 9,206 3,252 2,209 34 25,482

碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 その他

55 10 5 2 84 156

13,189,073円

種別
合計

交通事故 水難 火災 機械等事故 その他

合計

19 36 59 27 12 3 156

碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 その他

95,504,877円
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２　非常備消防費

183,092,599円 １　消防団運営受託事業（各署合計）

　　消防団員報酬、退職報償金、研修等の費用弁償に係る費用

　(1) ＜分団数等の状況＞ R8.3.31現在

　(2) ＜出動回数等の状況＞　R7.4.1～R8.3.31

３　消防施設費

969,854,419円 １　消防水利管理事業（各署合計）

　　消防水利の維持管理、標識の設置等に係る費用

２　貯水槽整備事業（各署合計）

　　貯水槽の耐震補強や撤去の工事に要する費用

　

　＜整備状況＞

３　消火栓設置等工事負担事業（各署合計）

　　消火栓の新設や移設の工事に要する費用

　＜消防水利の状況＞　R8.3.31現在 （基）

　

（消防費）

183,092,599円

区分 碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 合計

65

団員数(人) 146 332 451 169 78 1,176

分団数 5 21 30 5 4

1,478

区分 碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 合計

条例定数(人) 254 435 495 172 122

97

出動車両数(台) 6 60 146 44 20 276

出動回数 12 21 44 11 9

1,447

68,854,031円

50,480,100円

内容 場所

出動人員(人) 70 219 667 332 159

耐震補強工事　　　１件 安城市東別所町（別所団地公園）

撤去工事　　　　　３件 刈谷市東境町、安城市今本町、赤松町

81,982,600円

区分 碧南市 刈谷市 安城市 知立市 高浜市 合計

消火栓 1,430 2,790 1,855 984 596 7,655

988

うち耐震性貯水槽 74 132 227 36 29 498

貯水槽 139 245 454 83 67

271

合計 1,646 3,075 2,426 1,101 666 8,914

その他の水利 77 40 117 34 3
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４　車両等購入事業（消防課）

　　車両等の更新に係る購入費、保険料、自動車重量税等の費用

　＜車両等の更新状況＞

５　署整備事業（各署合計）

　　各消防庁舎の整備に係る設計委託料、工事請負費等の費用

　＜主な整備状況＞

６　高機能消防指令センター総合整備事業（通信指令課）

　　車両運用端末装置の更新に係る購入費及び監理業務委託の費用

高規格救急自動車

更新

化学消防ポンプ自動車

消防ポンプ自動車
1 碧南消防署

1 安城消防署南分署

資機材搬送車 1 碧南消防署

施設 内容

碧南消防署

113,372,705円

（消防費）

333,589,140円

車両等 台数 配備署 備考

仮眠室改修工事
非常用発電機改修工事設計業務委託

安城消防署南分署
空調設備改修工事
電気設備改修工事

1 刈谷消防署北分署

1 安城消防署南分署

1 刈谷消防署

小型動力ポンプ付水槽車 1 刈谷消防署

知立消防署
仮眠室ベッド等移動作業業務委託
非常用自家発電機更新工事基本設計業務委託
仮眠室改修工事

319,000,000円
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４款　公債費

 １項　公債費

目及び決算額

１　元金

172,858,000円 １　元金償還事業

２　利子

3,215,244円 ２　利子償還事業

　＜公債費の状況＞ （円）

主　　な　　成　　果　　内　　容

172,858,000円

707,338,000 198,700,000
172,858,000

733,180,000
3,215,244

3,215,244円

令和６年度 令和７年度

年度末
現在高

借入額
償還金 年度末

現在高上段:元金 下段:利子

176,073,244円 （公債費）

176,073,244円
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３ その他 

 



 



職員給与費調べ
（円）

事務局 消防局 碧南消防署 刈谷消防署 安城消防署 知立消防署 高浜消防署 合計

給料 51,467,965 269,444,780 334,365,546 423,809,740 491,329,402 201,438,908 133,962,840 1,905,819,181

扶養手当 1,276,430 14,487,343 16,118,437 19,126,184 23,809,453 9,370,840 5,647,500 89,836,187

地域手当 6,665,855 36,108,436 43,470,843 54,565,081 63,319,142 26,159,863 17,436,516 247,725,736

住居手当 672,000 630,057 3,000,000 5,970,541 8,018,844 1,547,333 1,008,000 20,846,775

通勤手当 1,132,800 4,738,460 6,984,000 8,548,340 9,407,200 3,825,640 2,338,440 36,974,880

特殊勤務
手当

0 166,100 5,142,900 8,958,600 11,812,400 5,896,200 2,476,600 34,452,800

時間外勤
務手当

4,199,645 34,917,402 58,593,734 80,089,984 97,113,850 33,917,036 21,949,907 330,781,558

管理職員
特別勤務
手当

0 0 0 0 0 0 0 0

管理職手
当

2,804,400 16,971,600 11,773,200 11,773,200 12,520,800 7,189,200 5,694,000 68,726,400

期末手当 13,245,463 72,027,966 84,686,252 108,445,356 124,678,999 50,847,690 34,142,910 488,074,636

勤勉手当 10,911,353 57,363,593 67,442,867 87,164,075 99,675,439 40,746,150 27,581,254 390,884,731

単身赴任
手当

0 552,000 0 0 0 0 0 552,000

児童手当 1,550,000 11,385,000 14,390,000 17,060,000 20,750,000 7,425,000 4,700,000 77,260,000

退職手当
組合負担
金

1,619,325 39,569,580 49,588,740 64,017,450 73,729,710 30,208,635 20,262,915 278,996,355

計 95,545,236 558,362,317 695,556,519 889,528,551 1,036,165,239 418,572,495 277,200,882 3,970,931,239

19,413,170 105,114,858 129,707,903 166,916,650 194,411,030 77,910,514 52,198,770 745,672,895

114,958,406 663,477,175 825,264,422 1,056,445,201 1,230,576,269 496,483,009 329,399,652 4,716,604,134

2.4% 14.1% 17.5% 22.4% 26.1% 10.5% 7.0% 100.0%

12 58 77 102 119 47 30 445

(0) (2) (4) (2) (3) (2) (1) (14)

(注１）消防局は、消防長、消防次長、消防課、予防課及び通信指令課分である。

(注２）職員数の（）は、再任用短時間勤務職員の人数である（外書）。

区　分

給
与
費

共済費

合計

構成比

職員数（人）
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